
令和５年度（2023年度）北海道身体障害者補助犬育成事業費補助金交付要綱（案）

（通則）
１ 身体障害者補助犬育成事業に係る道費補助金については、予算の範囲内において交付するものとし、
北海道補助金等交付規則（昭和47年北海道規則第34号）の規定によるほか、この交付要綱の定めると
ころによる。

（交付の対象）
２ この補助金は、別添「北海道身体障害者補助犬育成事業実施要綱」に基づき行う事業を交付の対象
とする。

（補助事業者）
３ この補助金は、社会福祉法人、公益財団法人、公益社団法人、一般財団法人、一般社団法人又は特
定非営利活動法人であって、身体障害者福祉法第33条に規定する盲導犬訓練施設を経営する事業、同
法第４条の２第12項に規定する介助犬訓練事業又は聴導犬訓練事業を行う団体（以下「訓練事業者」
という。）を補助対象者とする。

（補助対象経費）
４ この補助金の補助対象経費は、道内に居住する身体障害者に貸与した身体障害者補助犬の頭数に応
じ、当該補助犬の育成（候補犬の購入費及び身体障害者補助犬法第16条に基づく指定法人による介助
犬・聴導犬の認定料を含む。）に直接必要な報酬、給料、職員手当等、賃金、共済費、報償費、旅費、
需用費（消耗品費、改造費、燃料費、飼料費、印刷製本費、光熱水費及び修繕料）、役務費（通信運
搬費、手数料及び保険料）、委託料、使用料及び賃借料、備品購入費、公課費等とする。

（補助基準額）
５ この補助金の補助基準額は、身体障害者補助犬１頭当たり1,800,000円とする。

（交付額の算定方法）
６ この補助金の交付額は、身体障害者補助犬育成事業の経費について、補助基準額と補助対象経費の
実支出額から寄附金その他の収入の額を控除した額とを比較して少ない方の額に10分の10を乗じて得
た額以内の額とする。

（交付の条件）
７ 補助事業者に補助金等を交付する場合には、「補助金等に係る標準様式の設定について（昭和47年
９月20日付け局総第453号副出納長通達）」第１号様式に定める交付の条件のほか、次の条件を付すも
のとする。

（１）補助事業等の内容を変更するときは、知事の承認を受けなければなりません。ただし、次の各号
のいずれかに該当するときは、この限りではありません。
ア 当該変更に伴う補助対象経費の増減額が、変更前の補助対象経費の額の10分の１を超えないと
き。
イ 補助金の交付の目的の達成及び事業の効率的な遂行に支障を及ぼさない程度の細部の変更と認
められるとき。

（２）補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産（価格が単価30万円以上の機械、器具等）
については、補助事業等の完了の年の翌年から起算して減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭
和40年大蔵省令第15号）で定める耐用年数を経過することになるまでの期間（当該耐用年数が10年
を超える場合は、当該補助事業等の完了の年の翌年から起算して10年間）は、あらかじめ知事の承
認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、
又は担保に供してはなりません。ただし、交付された補助金の全部に相当する額を納付した場合は、
この限りではありません。

（申請手続）
８ 補助事業者は、補助金等交付申請書（保福第１号様式（平成10年北海道告示第500号による告示様
式。以下保福様式について同じ。））に次の書類を添えて、別に定める期日までに知事に提出するもの
とする。
（１）事業計画書（保福第１の２号様式）
（２）補助金等交付申請額算出調書（保福第１の16号様式）
（３）経費の配分調書（保福第１の18号様式）
（４）事業予算書（保福第１の20号様式）
（５）資金収支計画書（保福第１の32号様式）



（変更申請手続）
９ この補助金の交付の決定後の事情の変更により、補助事業の内容を変更して追加交付申請等を行う
場合は、補助事業等変更承認申請書（保福第１の21号様式）を速やかに提出するものとする。

（実績報告）
１０ 補助事業者は、補助事業が完了したときは、補助事業の完了の日から30日以内又は翌年度の４月10
日までのうち、いずれか早い日までに、補助事業等実績報告書(保福第１の28号様式)に次の書類を添
えて、知事に提出するものとする。
（１）事業実績書（保福第１の２号様式）
（２）補助金等精算書（保福第１の30号様式）
（３）事業精算書（保福第１の31号様式）
（４）身体障害者補助犬法第16条に基づく身体障害者補助犬認定証の写し（盲導犬を除く。）

附 則
この要綱は、令和５年（2023年）４月１日から施行する。


